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第 1 部 
序章 研究の概要 
序-1 背景と目的 
我が国は地震の絶えない国であり、1995 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災以降も、我
が国では 2007 年 3 月に能登半島地震、同年 7 月には新潟県中越沖地震が起きるなど、地
震被害が頻発する自然災害と常に隣り合わせの国である。また 2011 年 3 月の東日本大震
災以降も 2016 年 4 月には熊本地震が発生し、さらには近い将来に南海トラフ地震が起き
る可能性が高いと言われている1 。 
表 1 阪神・淡路大震災以降の我が国の主な地震災害2 
 
本研究の対象である東日本大震災は、2011 年 3 月 11 日の発生から間もなく 10 年が経















































































































場合は仮設商店街とカウントしていない。後述のとおり、2013 年 11 月現在、中小機構では
被災地に 66 ヶ所の仮設商店街を整備している。本研究ではまずこの 66 ヶ所の仮設施設の
 
3 室崎益輝（2013）、「災害対策全書、ひょうご震災記念 21 世紀研究機構」、p16-20 
4 内閣府（防災担当）（2016）、「復旧・復興ハンドブック、概要」（pi） 









































































9 兵庫県・（財）21 世紀ひょうご創造協会（1997）、p477、阪神・淡路大震災復興誌第 1 巻 
10 田中康仁、小谷通泰（2002）、「阪神・淡路大震災後における被災地域の商業構造の変化に
関する分析」、p203-211、土木計画学研究 















































































在り方について（東日本大震災被災地における 49 仮設商店街の分析を通じて-その 1）」、
ｐ69-70、日本建築学会大会学術講演梗概集 
22 千葉美幸、足立理恵、浦田裕彦、若林可奈（2013）、「仮設商店街の空間形成要素と魅力































































手県沿岸南部 3 市を対象として-」、p291-296、日本都市計画学会都市計画論文集 vol.49 
№3 
25 寺澤草太（2014b）、「東日本大震災からの商業復興における仮設商店街の果たす役割-岩




































－」、p1066-1073、日本都市計画学会都市計画論文集 vol.52 №3 
31 益邑明伸、窪田亜矢（2018）、「東日本大震災津波被災市街地の再整備と被災事業者の動
向の関係に関する研究－復興区画整理事業及び産業用仮設施設の実施実態と大船渡駅周辺













































































35 経済産業省中小企業庁、中小機構（2011 年 5 月）、「仮設施設整備事業ガイドブック」 
36 長坂泰之（2012）、「大震災における被災中小企業に対する支援」、ｐ11-16、工業経営研
究学会工業経営研究学会第 27 回全国大会、統一論題報告 
































「東日本大震災と産業復興 ―中小企業の再生と支援政策―」、p. 15-27、産業学会、2013 巻 




－」、p905-912、日本都市計画学会都市計画論文集 vol.53 №3 


































担から解放されることになった42。   
 
42 長坂泰之（2017 年 3 月）、「南海トラフ地震に対する復興グランドデザインと事前復興






震災から 8 ヶ月強、仮設施設整備事業創設から約 6 か月半後の 2011 年 11 月 21 日に、被











②建築基準法第 85 条第 2 項または第 5 項に基づき建築する仮設建築物 
建築基準法第 85 条第 2 項または第 5 項の仮設建築物に限定する理由は、本事業は恒久的
な施設を整備するものではなく、また、当然、被災事業者が所有する事業施設の整備を目的
としたものでもない。従来、第 5 項には仮設建築物の延長規程があった一方で、第 2 項の


















中小機構の仮設施設整備事業で整備した仮設施設の 2015 年 12 月 22 日現在の実績は以
下のとおりである。案件数は岩手県の 362 案件を筆頭に、宮城県 149 案件、福島県 101 案
件となっている。区画数についても、岩手県が最も多く 1,812 区画で、以下、宮城県、福島





表 5 仮設施設整備事業の進捗状況（事業実施ベース、2015 年 12 月 22 日現在）46 
県 案件数 区画数 区画／案件 面積（延べ床面積） 
青森県 27 案件 123 区画 4.5 区画 7,290 ㎡ 
岩手県 362 案件 1,812 区画 5.0 区画 114,438 ㎡ 
宮城県 149 案件 890 区画 6.0 区画 63,011 ㎡ 
福島県 101 案件 781 区画 7.7 区画 42,588 ㎡ 
茨城県 1 案件 3 区画 3 区画 180 ㎡ 
長野県 1 案件 2 区画 2 区画 244 ㎡ 







45 中小機構の仮設施設整備事業担当者（F 氏）へのヒアリングによる（2020 年 4 月） 



























中小機構の仮設施設整備事業で整備した仮設施設のうち、2013 年 9 月現在、仮設商店街
は、岩手県、宮城県、福島県を合計して 66 カ所であった。入居事業者数は 912 事業所で
平均 13.8 事業者が入居していた。仮設施設整備事業全体の区画数の平均が 5.6 区画に対し
て、仮設商店街の事業所数の平均は 13.8 事業者数であり約 2.5 倍となる。なお、2015 年
11 月までに、仮設商店街は、岩手県、宮城県、福島県を合計して 68 カ所整備された。そ























多かった49 。商店街・小売市場の被災状況は、1996 年度商工部の概要（1997 年、兵庫県）
によれば、最も被害の数の多かった神戸市では、323 の商店街・小売市場のうち、灘区、東




市内の灘区、東灘区、長田区、中央区、兵庫区、須磨区の 6 区全体の店舗数 11,651 店舗の













49 兵庫県・（財）21 世紀ひょうご創造協会（1997 年）、「阪神・淡路大震災復興誌第 1
巻」、ｐ473 

















設置する、共同で使用するための仮設店舗の設置費を助成するもので、4 分の 1 または 3 分
の１を市町と財団がそれぞれ負担するものである。ただし補助には限度額があり、一部の市

































56 元兵庫県中小企業総合指導所職員 F 氏による。2018 年 4 月 20 日）。 
26 
 
写真 8 阪神地域で最大規模の共同仮設店舗パラール（手前のテント）57 
 

























59 仮設施設整備事業の詳細は、中小機構ホームページ参照、2018 年 4 月 20 日検索、
http://www.smrj.go.jp/reconstruction/eastjapan2011/support/temp/index.html 
60 長坂泰之（2017 年 3 月）、「南海トラフ地震に対する復興グランドデザインと事前復興





















整備事業が 641 案件、このうちいわゆる仮設商店街が 70 カ所近く整備された。 
（4）長期利用に対するハードの対応 
 仮設施設の長期利用に対する対応は、震災から 8 ヶ月後に、①復興特区法の整備により
仮設建築（応急仮設）の 2 年 3 ケ月以上の利用を認める、②市町村が仮設施設の長期保有
の可能性があると判断した場合に一般建築を容認することで対応した。 
（5）集積の規模 



















街地の公園等に、それぞれ青葉公園商店街（34 店舗）、復興天神 15 商店街（14 店舗）、釜





















文集 vol.49 №3 





































る地域であるかどうかを勘案して以下の 7 市町とした。 










 実態調査の対象となる 7 市町には、一定の集積を形成した仮設商店街が 14 カ所存在し
た。以下が 14 仮設商店街の一覧である。規模は 8 区画から 50 区画と 6 倍以上の差があり、
また整備した時期も、早期に整備された仮設商店街は 2011 年 11 月に整備されているが、










































表 13 14 仮設商店街の活動の実態(調査結果)68 
 
 









































































72 長坂も同様の指摘をしている。長坂泰之（2017 年 3 月）、「南海トラフ地震に対する復
興グランドデザインと事前復興計画のあり方研究調査中間報告書、ｐ33、（公財）ひょう
ご災記念 21 世紀研究機構 研究調査本部 
73 長坂も同様の指摘をしている。長坂泰之（2016 年 3 月）、「東日本大震災の被災中心市
街地の商業集積における復旧・復興マネジメントの実態と評価」、ｐ201、横浜市立大学大
学院都市社会文化研究科修士論文 
74 陸前高田市の仮設商店街「栃ケ沢ベース」代表 I 氏へのヒアリングによる（2015 年 1
月） 
75 大槌町の仮設商店街「大槌福幸きらり商店街」の代表の Y 氏へのヒアリングによる
（2015 年 4 月）。同商店街には食品スーパーやビデオレンタル店などの他の仮設商店街に
はない集客力の高い業種が入居していた。 


































設商店街を整備した（２つの屋台村へのヒアリングによる）。長坂泰之（2016 年 3 月）、
「東日本大震災の被災中心市街地の商業集積における復旧・復興マネジメントの実態と評
価」、横浜市立大学大学院都市社会文化研究科修士論文 
79 山田町商工会事務局長 K 氏へのヒアリングによる（2015 年 11 月） 
80 寺澤草太、饗庭伸（2014 年）、「東日本大震災からの商業復興における仮設商店街の果
たす役割-岩手県沿岸南部 3 市を対象として-」、p291-296、日本都市計画学会都市計画論
文集 vol.49 №3 
81松永も「店舗の連携の強さ」をあげている。松永桂子（2013）、「東日本大震災と産業復興 













82 東北大学大学院経済研究科 地域産業復興調査研究プロジェクト編（2013 年 3 月）、東
日本大震災復興研究Ⅱ「東日本大震災からの地域経済復興への提言」、ｐ147、河北新報出版
センター 
83 気仙沼市の仮設商店街「気仙沼横丁」の事務局長の O 氏へのヒアリングによる（2015




































究所中小企業季報 1985 №4 




















られる。「統率型組織」である「屋台村形式」の仮設商店街は、2 つとも中規模の 20 店舗
強の商店街であった。2 つの仮設商店街は共に、全国屋台村連絡協議会87のノウハウを享受
されて整備・運営されており、全国の屋台村も同様の規模が多いことも関係していると考





















87 全国屋台村連絡協議会は、以下の URL を参照。https://36yokocho.com/office/japan-




図 15 14 仮設商店街の類型（組織と規模）88 
  
 







































図 16 仮設商店街の類型（組織と立地）89  
 































































p 15-27、産業学会 2013 巻 28 号 
91松永も「店舗の連携の強さ」をあげている。松永桂子（2013）、「東日本大震災と産業復興 
―中小企業の再生と支援政策―」、p 15-27、産業学会 2013 巻 28 号 



































93 長坂泰之（2017 年 3 月）、「南海トラフ地震に対する復興グランドデザインと事前復興
計画のあり方研究調査中間報告書、ｐ33、（公財）ひょうご災記念 21 世紀研究機構 研究
調査本部 


































      
 
図 17 大船渡市（大船渡地区の）被災事業者の分散と集積の実態の例96 
（網の部分が本章の対象）  
 





























































































































































107 詳しくは、復興庁（2014 年 1 月）、「被災地まちなか商業集積・商店街再生加速化指
針」を参照。https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-15/index.html 




























111 Ｔ社の取り組みは以下を参照。長坂泰之（2020 年）、「令和 2 年 3 月、令和元年度復興
庁委託事業『東日本大震災復興の事例収集・調査分析事業』実施報告書、ｐ103、（公財）





写真 22 Ｔ社：ブティック＆雑貨店+カフェの業態化 







これらグループ補助金(東 6、東 7)、商業施設補助金（津波立地補助金（東 8）の補助で
不足する資金の貸付制度である高度化スキーム（復興、東 9）は、原形復旧時の高度化ス










112筆者は、2013 年 11 月から陸前高田商工会商工業復興ビジョン推進委員会のアドバイザ
















































































































































































県、福島県の 3 県 10 自治体で合計 20 案件ある（2018 年 3 月 6 日現在）。このうち、グル
ープ補助金（商店街型（共同店舗等））が 10 案件、商業施設補助金（まちなか再生計画認
定）が 10 案件ある。また、都市計画事業では、今次の震災で新たに導入された市街地の用
地を買収する津波復興拠点整備事業の活用地区への立地が 10 案件（5 自治体）、嵩上げ費用
を国が負担する被災市街地土地区画整理事業の活用地区への立地が 14 案件（7 自治体）、防





（復興 14）がそれぞれ 1 案件、陸前高田市（高田地区）の「アバッセたかた①」（復興 8）、
「アバッセたかた②」（復興 9）、女川町の「シーパルピア」（復興 15）、「ハマテラス」（復興































能となった（自己資金は従来の 10%から 10 万円または 1%の低い額）。 
（3）新分野進出を促進 
 グループ補助金は、それまでは従来の業種、業態での復興（原形復旧）を求めたが、震災


















118 補助金、融資に関する同様の評価は、以下を参照。長坂泰之（2020 年 3 月）、「令和元
年度復興庁委託事業『東日本大震災復興の事例収集・調査分析事業』実施報告書、ｐ




































































































































124 筆者のキャッセン大船渡へ出店した事業者に対するヒアリングによる(2020 年 3 月)。 
74 
 







 4-1 復興プロセスにおける商業集積エリア形成の比較対象市町 
第 3 章で確認した、復興支援策を活用して復興市街地の拠点となる共同店舗（商業集積
































地での復興を優先した。        図 27 岩手県山田町の復興市街地の商業集積127 
(筆者作成・2018 年 3 月 6 日現在） 














図 28 岩手県釜石市の復興市街地の商業集積128 
(筆者作成・2018 年 3 月 6 日現在） 





















リアに再出店している。        図 29 岩手県大船渡市の復興市街地の商業集積129 
(筆者作成・2018 年 3 月 6 日現在） 












図 30 岩手県陸前高田市の復興市街地の商業集積130 
(筆者作成・2018 年 3 月 6 日現在） 



















図 31 宮城県気仙沼市の復興市街地の商業集積131 
(筆者作成・2018 年 3 月 6 日現在） 














図 32 宮城県南三陸町の復興市街地の商業集積132 
(筆者作成・2018 年 3 月 6 日現在） 




















波浸水エリアとなる。       図 33 宮城県女川町の復興市街地の商業集積133 
(筆者作成・2018 年 3 月 6 日現在） 













図 34 宮城県石巻市の復興市街地の商業集積134 
(筆者作成・2018 年 3 月 6 日現在） 

























































4-4-1 復興プロセスにおける被災市街地の商業集積エリア形成の実態（被災 8 市町） 
（1）商業集積の形成に向けて様々な支援策の活用 
 津波被災市街地の商業集積の復興に当たっては、商業集積のインフラ整備に寄与する支
























































































第４部 復旧・復興プロセスにおける被災事業者（個）の集積と分散の実態（被災 3 市町） 
第 4 部では、東日本大震災の復旧・復興プロセスにおける被災事業者（個）の集積と分散
の実態について、被災 3 市町の実態を明らかにする。具体的には、第 5 章では、被災 3 市
町に対して実施した「復興プロセス形成に関する実態調査」の概要及び 3 市町のまちなか
再生計画の概要を整理している。そのうえで、第 6 章以下で各調査結果を取りまとめた。具
体的には第 6 章では、被災 3 市町の被災事業者の段階的な集積と分散のプロセス（数的、
位置的実態）について、第 7 章では、被災 3 市町の復旧・復興プロセスにおける被災事業者



















表 36 まちなか再生計画の認定等により商業集積整備地域のうち３市町を選定した理由137 
 






















への流出の度合いが大きく、また、商店数、従業者数、年間販売額は平成 11 年（1999 年）
を境に減少傾向が続き商業力は低下傾向にあった。  








138 岩手県山田町（2015 年 3 月）、「山田町まちなか再生計画」より抜粋 
88 
 
表 38 山田町民の品目別買物先/震災後139 
 
 (2）山田町の将来推計人口（人） 
 山田町の 2015 年時点での人口推計は以下のとおりである。震災前の2010 年には約18,600
人であった人口が 2015 年には約 15,400 人となり、2020 年には 15,000 人を下回る推計と
なっており、人口減少傾向は続くと考えられている。 
 


























図 40 山田町の中心市街地とまちなか再生区域の範囲と位置関係140 
 























図 42 大船渡市の事業所数、従業員数、年間商品販売額の推移142 
 
 (2）大船渡市の推計人口 
大船渡市の 2010 年時点での推計人口は以下のとおりである。震災前の 2010 年（平成 22
年）には約 40,700 人であった人口が 2015 年（平成 27 年）には約 38,000 人前後となり、








図 43 大船渡市の推計人口（人）143 
 
 (3）大船渡市（大船渡地区）まちなか再生計画の概要（商業集積関連） 
   
 
図 44 大船渡市（大船渡地区）の津波復興拠点整備事業区域内の施設配置計画144 
 



























図 47 陸前高田市の地元購買率（H15 とＨ20 の比較）147 
 












陸前高田市の人口推計は以下のとおりである。震災後の 2015（平成 27 年）年には 20,000
人弱となり、2020 年（令和 2 年）には約 18,400 人の推計となっており、人口減少傾向は続
くと考えられている。 
 










































散のプロセス（数的、位置的実態、第 6 章）、被災 3 市町の復旧・復興プロセスにおける被
災事業者の意識（第 7 章）、被災 3 市町の復旧・復興プロセスにおける被災市街地の業種構
成及び復興率の実態（第 8 章）について明らかにする。 
 
5-3-3 調査協力先 
(1)山田町商工会 会長 Ａ氏 
(2)大船渡商工会議所 次長 Ｏ氏 




事業を営んでいた者（山田町 289 先、大船渡市（大船渡地区）275 先、陸前高田市（高田地









(1)2018 年 11 月～2019 年 1 月 
山田町商工会、大船渡商工会議所、陸前高田商工会の会員名簿から、以下の段階別に事業
を営む所在地（住所）を確認した。 





2)第 2 段階 
国（中小機構）の仮設商店街が整備される前の時点の事業者の住所（位置情報）を、ゼン
リンの地図と照合しながらリスト作成 







4)第 4 段階 
復興段階（2019 年 3 月時点）の事業者の住所（位置情報）を、ゼンリンの地図と照合し
ながらリスト作成。なお、本住所情報を活用して被災事業者に対して「復旧・復興の商業ま
ちづくりに関する調査」を 2019 年 2 月～7 月に実施。詳細は第 7 章。 
(2)2019 年 2 月～3 月 





調査結果は、以下のとおり、第 6 章、第 7 章、第 8 章で明らかにする。 
被災 3 市町の被災事業者の段階的な集積と分散のプロセス（数的、位置的実態、第 6 章）、
被災 3 市町の復旧・復興プロセスにおける被災事業者の意識（第 7 章）、 



































図 50 山田町の被災事業者の段階別移転の推移（数字は商工会員数）150 
 
第 1 段階の震災（2011 年 3 月）の直前では、全 289 事業所が中心市街地で事業を営んで
いたが、そのうち 126 事業所が震災の時点で廃業となっており、継続の意思を持った事業
所は 163 事業所であった。 
第 2 段階の国の仮設商店街整備前段階（2011 年 9 月）で、すで地元主導で 4 仮設商店街
23 事業所が被災市街地に集積している（復旧・集積）。併せて、山田町の場合は店舗の全壊
 








第 3 段階の国の仮設商店街整備完了段階（2012 年 10 月）の時点では、国の整備した仮設
商店街も加わり 64 事業所が被災市街地で事業を営んでいる(復旧・集積)。現地改修をする








した店舗での営業が 39 事業所（復興・市街地）の 101 事業所が被災市街地で事業を営んで
いる（2015 年 7 月）。 
第５段階の復興途上段階（2019 年 3 月）の時点では、中心市街地で復興を実現した事業
所が一気に増えて 96 事業所（復興・市街地）となった。被災市街地で仮設営業をしている











(1)第 1 段階 震災時（2011 年 3 月） 
震災前の山田町の中心市街地は山田町唯一の商業地として商業集積を形成していた。東
日本大震災の津波被害等によりこの時点で 289 事業所のうち、126 事業所が廃業に追い込
まれた。 
図 51 山田町の被災事業者の段階別移転の推移  













図 52 山田町の被災事業者の段階別移転の推移  













図 53 山田町の被災事業者の段階別移転の推移  














図 54 山田町の被災事業者の段階別移転の推移  
















図 55 山田町の被災事業者の段階別移転の推移 




156 山田町商工会長Ａ氏へのヒアリングによる（2019 月 3 日） 










か、長崎地区の一部などで 28 事業者が現地改修で営業を再開しており、合計 51 事業所が
被災市街地で営業をしている。 
 













95 事業所が被災市街地で営業をしている。これは 3 市町で最多である。 
 















ており、合計 101 事業所が被災市街地で営業をしている。 
 










継続意向の 163 事業所のうち、15 事業所が仮設で営業しているがほぼ復興を完了した時点
と言って差し支えない。仮設の集積で 96 事業者が営業し、また市街地の仮設で営業して
















図 60 山田町の被災から復興までの段階別の事業者の軌跡③→④162 
  
 




















図 62 大船渡市（大船渡地区）の被災事業者の段階別移転の推移 
（数字は商工会議所会員数）164 
第 1 段階の震災（2011 年 3 月）の直前では、全 275 事業者が中心市街地で事業を営んで
いたが、そのうち 118 事業者が震災時点で廃業となっており、継続の意思を持った事業所
は 157 事業所であった。 
第 2 段階の仮設商店街整備前段階（2011 年 10 月）では商業集積と言えるものは存在し
ない。休業している事業者が継続意向 157 事業者のうち 125 事業者で約 8 割（79.6%）に
達しているのが他の 2 市町には見られない傾向である。 
第 3 段階の仮設商店街整備完了段階（2011 年 12 月）の時点では、4 つの仮設商店街に 46
事業所が集積を形成していた（復旧・集積）。このうち 3 つの仮設商店街はたまたま立地が
 









第 4 段階の復興途上段階（2019 年 3 月）の時点では、仮設施設はすべて撤去されている。
これは市が仮設から本設に計画的に誘導したもので、他の 2 市町では見られない。この時
















図 63 大船渡市（大船渡地区）の被災事業者の段階別移転の推移  












図 64 大船渡市（大船渡地区）の被災事業者の段階別移転の推移  








(3)第 3 段階 仮設商店街整備完了段階（2011 年 12 月） 




図 65 大船渡市（大船渡地区）の被災事業者の段階別移転の推移  














図 66 大船渡市（大船渡地区）の被災事業者の段階別移転の推移  












する前の段階で 32 事業者が移動している。一方で、125 事業者が休業しており、2 市町と
比較すると営業再開の動きは多くない。移動した事業所の多くは盛地区など市内北部への
移動であることがわかる。なお、地元主導の仮設の商業集積形成の動きも全くない。 















図 68 大船渡市（大船渡地区）の被災から復興までの段階別の事業者の軌跡①→③170 
 
 








業所のうち 75 事業者が大船渡地区に立地し、それをやや上回る 77 事業所が大船渡地区以
外の市内に転出している（残りの事業所は一部を除き廃業である）。 
 
図 69 大船渡市（大船渡地区）の被災から復興までの段階別の事業者の軌跡①→④171 
 




























図 71 陸前高田市（高田地区）の被災事業者の段階別移転の推移（数字は商工会員数）173 
  
 




第 1 段階の震災（2011 年 3 月）の直前では、全 346 事業者が中心市街地で事業を営んで
いたが、そのうち 147 事業者が震災時点で廃業となっており、継続の意思を持った事業所
は 199 事業所であった。 
第 2 段階の仮設商店街整備前段階（2011 年 6 月）では商業集積と言えるものは存在しな
い。その後被災市街地に建築制限がかかることもあり、市街地に仮設施設を整備する動きは
なく、継続意向の 199 事業者のうち約半数の 94 事業者が、それぞれ郊外の空き家の活用、
プレハブを自己調達するなどして営業を再開している（復旧・非集積）。 















(1)第 1 段階 震災時（2011 年 3 月） 
震災前の陸前高田市（高田地区）の中心市街地は商業を含む全ての都市機能が集積して
いた。東日本大震災の津波被害等によりこの時点で 346 事業所のうち 147 事業所が廃業に
追い込まれた。 
図 72 陸前高田市（高田地区）の被災事業者の段階別移転の推移  








(2)第 2 段階 仮設商店街整備前段階（2011 年 6 月） 
 陸前高田市（高田地区）の場合、被災市街地に仮設施設は存在しない。すでに仮設施設が
点在しているが、ほとんどが事業者が自前で調達した仮設施設である。 
図 73 陸前高田市（高田地区）の被災事業者の段階別移転の推移  








(3)第 3 段階 仮設商店街整備完了段階（2013 年 2 月） 
陸前高田市（高田地区）の場合、最も早く整備された仮設商店街（国）は 2011 年 7 月





のは 21 事業所に過ぎず、この 1 年半の間に小規模な仮設が分散して整備されていること
がわかる。 
図 74 陸前高田市（高田地区）の被災事業者の段階別移転の推移  









(4)第 4 段階 復興途上段階（2019 年 3 月） 
中心市街地に商業集積が形成されている一方で、この時点ではまだ郊外に小規模な仮設
が多数分散している。震災から 10 年を迎える 2021 年春には小規模な仮設もその役割を終
える予定である177。なお、高田大隅つどいの丘商店街は、被災地で仮設商店街を買い取っ
た唯一の事例（仮設施設の有効活用制度の活用）である。 
図 75 陸前高田市（高田地区）の被災事業者の段階別移転の推移  





も存在する（2020 年 6 月 17 日）。 










図 76 陸前高田市（高田地区）の被災から復興までの段階別の事業者の軌跡①→②179 
  
 












図 77 陸前高田市（高田地区）の被災から復興までの段階別の事業者の軌跡①→③180 
  
 





震災時点から 2019 年 3 月の復興半ばとの軌跡である。陸前高田市（高田地区）の場
合、この時点でなお 68 事業所が仮設での営業を強いられている。一方で中心市街地で営
業をしている事業者は 31 事業者とこの時点で 3 市町で最も少ない事業者数であった。 
図 78 陸前高田市（高田地区）の被災から復興までの段階別の事業者の軌跡①→④181 
  
 







業者が 68 事業者存在する。 
 
 









6-4 被災 3 市町の復旧段階における被災事業者の分散と集積 

















街（復旧・集積）に約 3 割の 29.3％が集積した。なお、大船渡市(大船渡地区)はこの時点
で休業の事業者が 36.3％（57 事業所）と多いのが特徴である。第 8 章の調査結果をよる
と、その内訳は大船渡市(大船渡地区)の休業 57 事業所のうちバー・スナックが 27 事業所











も多く、約 2 割の 19.5％が早々に復興市街地での商売の再開を諦めたことになる。 















後中心市街地に出店しているＯ氏への電話インタビューによる（2020 年 4 月 22 日） 
135 
 
6-5 被災 3 市町の復旧段階における被災市街地への集積 
3 市町全体では、仮設入居事業者のうち仮設商店街に入居した事業者は約 4 割の 40.2％
であった（復旧・集積）。逆に約 6 割が仮設商店街には入居しなかったことになる。 





か所 23 事業者）。ヒアリングによれば 4 か所のうち、旧山田病院は山田町、びはん 6 軒
長屋は地元の食品スーパー「びはん」、そして「商工会仮設」と「なかよし公園」は山田
町商工会により整備されたものである185。大船渡市（大船渡地区）は 3 市町では最も早い











185 山田町商工会長Ａ氏への電話インタビューによる（2020 年 5 月 13 日） 

















田市（高田地区）が最も遅い 2013 年 2 月であるのに対して、大船渡市（大船渡地区）は
2011 年 12 月、山田町は 2011 年 10 月でありそれぞれ調査時点が異なる。その理由は本研
究が商業集積の形成に関するものであるためである。そのためにこの数字は時間軸では単
純に比較できないことを申し添える。 

























山田町（震災直後 163 事業所）、大船渡市（大船渡地区）（同 157 事業所）、陸前高田市（高
田地区）（同 199 事業所）の被災事業者の移転の数的推移には明らかな相違があった。 
第 2 段階（国の仮設商店街整備前）では、山田町は地元主導の仮設 4 商店街に 23 事業所、
店舗の全壊を免れ現地改修で再開した 28 事業所の合計 51 事業所が被災市街地に集積して
いる。一方、大船渡市（大船渡地区）及び陸前高田市（高田地区）は集積自体が存在してい
ない。第 3 段階（国の仮設商店街の整備完了）では、山田町は、国の仮設設商店街も加わり
64 事業所が仮設、現地改修で再開した 31 事業所の合計 95 事業所が被災市街地に集積して
いる。大船渡市（大船渡地区）も 4 つの仮設商店街に 46 事業所が集積を形成しているが山
田町の半数以下である。陸前高田市（高田地区）は 4 つの仮設商店街に 21 事業所が集積を
形成したが郊外に点在していた。第 4 段階（2019 年 4 月時点）では、山田町では、復興が





入居が 74 事業所存在する。 
（2）被災事業者の移転の推移の相違（位置的） 
それぞれの移転段階における被災事業者の所在を位置情報として捉えた結果、山田町（震
災直後 163 事業所）、大船渡市（大船渡地区）（同 157 事業所）、陸前高田市（高田地区）（同
199 事業所）の被災事業者の移転の位置的推移には明らかな相違があった。 





れるものの、被災市街地内外の移動は 3 市町の中で最も少なかった。 
 大船渡市（大船渡地区）では、第 2 段階では被災市街地に仮設施設が疎らに立地している
が、第 3 段階では複数の仮設商店街が完成し、被災市街地に一定の商業集積が形成されて
いる。事業者の移転の軌跡について見ると、盛地区への動きが密であることがわかる。 
 陸前高田市（高田地区）では、第 2 段階では、被災市街地には仮設が存在おらず、市内鳴
石地区などに点在している。第 3 段階では被災市街地から離れた複数の地区に仮設商店街
が点在している。陸前高田市（高田地区）の場合、第 4 段階において未だに復興途上である























を離れることとなった。結果として、復興途上ではあるが、2019 年 3 月時点で復興市街地
への出店者は、継続意向 199 事業者のうち 31 事業所、15.6％にとどまっている。陸前高田
市の事業者の「仮設で郊外に出て自立心が高まった」という声が、市街地以外で復興を果た




























































(1)山田町 山田町商工会 会長 Ａ氏 
(2)大船渡市 大船渡商工会議所 次長 O 氏、大船渡市 Ｓ氏  
(3)陸前高田商工会 会長 I 氏、副会長 I 氏、Y 氏 





て事業を営んでいた者のうち、2019 年 2 月時点で事業を営んでいる事業者 581 先。 
7-1-7 調査スケジュール 
 2018 年 11 月～2019 年 1 月 調査票の設計 
2019 年 2 月～3 月 調査実施 
2019 年 3 月 督促 









7-1-9 回収結果  































図 84 国の仮設施設入居者の全体の満足度189 
  
 





やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      85
近隣からの来やすさ      85
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     85
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     85
自店の売上高      85
新規顧客の獲得      85
駐車場の規模・利便性      85
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     85
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     85
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     85
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     85
国（中小機構）の対応      85
自治体の対応      85
商工会・商工会議所の対応      85
全体的な満足度      85
9.4 17.6 29.4 7.1 15.3 21.2
8.2 23.5 21.2 17.6 10.6 18.8
14.1 24.7 23.5 7.1 11.8 18.8
9.4 16.5 30.6 16.5 9.4 17.6
7.1 20.0 15.3 20.0 20.0 17.6
4.7 21.2 24.7 12.9 16.5 20.0
14.1 24.7 10.6 15.3 15.3 20.0
5.9 24.7 23.5 12.9 11.8 21.2
38.8 28.2 9.4 4.71.2 17.6
10.6 24.7 21.2 14.1 10.6 18.8
12.9 25.9 20.0 12.9 10.6 17.6
21.2 23.5 27.1 5.9 4.7 17.6
10.6 23.5 21.2 15.3 11.8 17.6
16.5 22.4 22.4 10.6 9.4 18.8




国の仮設施設入居者の 2 店舗（区画）の入居者と 3 店舗（区画）以上の入居者とで満足度
の相違について聞いた結果は以下のとおりであった。「全体的な満足度」は、 2 店舗（区画）
が満足 13.0％、やや満足 30.4％で合計 43.4％が満足と回答している。一方で、 3 店舗（区
画）以上は、満足が 7.0％、やや満足が 48.8％で合計 55.8％が満足と回答しており、「満足」
は小規模の 2 区画が上回るものの、「やや満足」を含めた満足度は、規模が大きいほど高い
という結果になった。 


















図 85 国の仮設施設入居者の集積の規模の違いによる満足度の相違191 
 2 区画（事業所）       
 
191 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被




やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      23
近隣からの来やすさ      23
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     23
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     23
自店の売上高      23
新規顧客の獲得      23
駐車場の規模・利便性      23
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     23
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     23
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     23
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     23
国（中小機構）の対応      23
自治体の対応      23
商工会・商工会議所の対応      23
全体的な満足度      23
13.0 21.7 43.5 0.0 17.4 4.3
8.7 21.7 43.5 13.0 4.3 8.7
4.3 34.8 34.8 4.3 13.0 8.7
0.0 17.4 47.8 17.4 13.0 4.3
0.0 26.1 26.1 30.4 13.0 4.3
0.0 30.4 26.1 13.0 21.7 8.7
26.1 17.4 8.7 8.7 26.1 13.0
0.0 34.8 39.1 0.0 17.4 8.7
39.1 26.1 17.4 8.7 4.3 4.3
13.0 26.1 34.8 13.0 8.7 4.3
13.0 26.1 26.1 17.4 13.0 4.3
26.1 21.7 30.4 8.7 8.7 4.3
13.0 34.8 26.1 13.0 8.7 4.3
21.7 30.4 13.0 17.4 13.0 4.3




図 86 国の仮設施設入居者の集積の規模の違いによる満足度の相違192 
3 区画以上（事業所） 
 
192 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被





やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      43
近隣からの来やすさ      43
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     43
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     43
自店の売上高      43
新規顧客の獲得      43
駐車場の規模・利便性      43
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     43
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     43
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     43
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     43
国（中小機構）の対応      43
自治体の対応      43
商工会・商工会議所の対応      43
全体的な満足度      43
7.0 20.9 32.6 14.0 18.6 7.0
7.0 30.2 16.3 27.9 16.3 2.3
20.9 25.6 25.6 11.6 14.0 2.3
14.0 20.9 30.2 23.3 9.3 2.3
11.6 20.9 16.3 23.3 25.6 2.3
4.7 25.6 32.6 18.6 14.0 4.7
11.6 34.9 14.0 25.6 11.6 2.3
9.3 27.9 20.9 25.6 11.6 4.7
53.5 32.6 9.3 2.3
0.0
2.3
11.6 32.6 20.9 18.6 11.6 4.7
14.0 37.2 23.3 14.0 9.3 2.3
23.3 34.9 32.6 7.0
0.0
2.3
9.3 27.9 25.6 23.3 11.6 2.3
16.3 27.9 30.2 11.6 9.3 4.7






やや満足 45.8％で合計 62.5％が満足と回答している。一方で、 「幹線や交通量の多い道路



























図 87 国の仮設施設入居者の集積の立地の違いによる満足度の相違193 
 幹線や交通量の多い道路沿い（事業所）      
 
193 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被




やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      24
近隣からの来やすさ      24
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     24
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     24
自店の売上高      24
新規顧客の獲得      24
駐車場の規模・利便性      24
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     24
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     24
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     24
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     24
国（中小機構）の対応      24
自治体の対応      24
商工会・商工会議所の対応      24
全体的な満足度      24
16.7 37.5 33.3 4.2 4.2 4.2





16.7 29.2 25.0 25.0
4.2
0.0
16.7 25.0 25.0 20.8 12.5 0.0
16.7 25.0 33.3 20.8 4.20.0
12.5 41.7 8.3 29.2 8.3 0.0
8.3 29.2 25.0 25.0 12.5 0.0
45.8 33.3 12.5 4.2
4.2
0.0
16.7 45.8 12.5 16.7 8.3 0.0
20.8 41.7 20.8 12.5
4.2
0.0
33.3 25.0 29.2 8.3
4.2
0.0
20.8 29.2 16.7 25.0 8.3 0.0
16.7 29.2 37.5 8.3 4.2 4.2






図 88 国の仮設施設入居者の集積の立地の違いによる満足度の相違194 




194 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被




やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      44
近隣からの来やすさ      44
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     44
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     44
自店の売上高      44
新規顧客の獲得      44
駐車場の規模・利便性      44
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     44
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     44
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     44
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     44
国（中小機構）の対応      44
自治体の対応      44
商工会・商工会議所の対応      44
全体的な満足度      44
9.1 11.4 36.4 9.1 25.0 9.1
6.8 18.2 31.8 20.5 15.9 6.8
13.6 22.7 27.3 11.4 18.2 6.8
9.1 15.9 40.9 13.6 15.9 4.5
4.5 20.5 15.9 25.0 29.5 4.5
0.0 22.7 25.0 13.6 29.5 9.1
18.2 22.7 11.4 13.6 25.0 9.1
6.8 29.5 29.5 9.1 13.6 11.4
45.5 34.1 9.1 6.8
0.0
4.5
9.1 18.2 31.8 18.2 15.9 6.8
11.4 22.7 25.0 18.2 18.2 4.5
22.7 27.3 31.8 6.8 6.8 4.5
9.1 27.3 29.5 13.6 15.9 4.5
22.7 22.7 18.2 15.9 15.9 4.5















































図 89 国の仮設施設入居者の売上の違いによる満足度の相違197 
      震災前を上回っている及び変わらない（事業所） 
 
197 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被




やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      26
近隣からの来やすさ      26
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     26
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     26
自店の売上高      26
新規顧客の獲得      26
駐車場の規模・利便性      26
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     26
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     26
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     26
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     26
国（中小機構）の対応      26
自治体の対応      26
商工会・商工会議所の対応      26
全体的な満足度      26
23.1 15.4 50.0 0.0 11.5
19.2 42.3 19.2 11.5 3.83.8
23.1 38.5 26.9 3.8
0.0
7.7
11.5 42.3 34.6 7.7
0.0
3.8
23.1 46.2 19.2 7.7
0.0
3.8
11.5 46.2 30.8 3.8
0.0
7.7
15.4 38.5 11.5 19.2 11.5 3.8
11.5 26.9 30.8 11.5 11.5 7.7
57.7 23.1 7.7 3.83.83.8
15.4 23.1 34.6 11.5 7.7 7.7
19.2 23.1 42.3 7.7 3.83.8
34.6 30.8 26.9 3.8
0.0
3.8
15.4 30.8 34.6 15.4
0.0
3.8
19.2 30.8 30.8 15.4
0.0
3.8










198 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被




やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
近隣からの来やすさ      39
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     39
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     39
自店の売上高      39
新規顧客の獲得      39
駐車場の規模・利便性      39
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     39
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     39
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     39
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     39
国（中小機構）の対応      39
自治体の対応      39
商工会・商工会議所の対応      39
全体的な満足度      39
5.1 20.5 20.5 30.8 17.9 5.1
15.4 20.5 25.6 12.8 20.5 5.1
10.3 7.7 30.8 30.8 15.4 5.1
0.0 10.3 12.8 38.5 33.3 5.1
2.6 15.4 23.1 23.1 28.2 7.7
17.9 23.1 12.8 20.5 17.9 7.7





10.3 35.9 17.9 15.4 15.4 5.1
12.8 38.5 12.8 15.4 15.4 5.1
20.5 28.2 35.9 5.1 5.1 5.1
12.8 28.2 17.9 20.5 15.4 5.1
20.5 23.1 25.6 7.7 15.4 7.7








まず、経営者の年代であるが、全体では 60 歳代以上が全体の 65.0%と 6 割以上を占め高
齢化が進んでいることが明らかになった。一方で 30 歳代未満は 0.9％とほとんど存在して
いないことも分かった。また、後継者の有無は、全体では「決まっている」27.3%、「ま
だ決める必要がない」25.9％を合わせると過半の 53.2％となるものの、「廃業予定であ
る」20.5％、「困っている」13.2％を合わせると 33.7%となり、約 1/3 が廃業など事業継
続に不安を持っていることが明らかになった。 
 







201 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被








ＴＯＴＡＬ     220
山田町      60
大船渡市      55
陸前高田市     105
0.9 11.4 19.5 32.3 30.0 2.7 3.2
1.7 15.0 20.0 20.0 38.3 0.0 5.0
0.0 3.6 16.4 38.2 30.9 7.3 3.6






図 92 国の仮設施設入居者の後継者の有無202（単位：％） 
  
 
202 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被








ＴＯＴＡＬ     220
山田町      60
大船渡市      55
陸前高田市     105
27.3 25.9 13.2 20.5 8.2 5.0
18.3 26.7 13.3 23.3 8.3 10.0
21.8 23.6 7.3 36.4 7.3 3.6
















表 93 無償の国（中小機構）の仮設施設に集積できなかった要因(複数回答)205 
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日本大震災復興研究Ⅱ『東日本大震災からの地域経済復興への提言』」、ｐ153、河北新報出
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205 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被















ＴＯＴＡＬ 99 69.7 26.3 24.2 7.1 4.0 13.1 0.0
山田町 33 72.7 21.2 27.3 3.0 3.0 18.2 0.0
大船渡市 21 76.2 23.8 23.8 4.8 9.5 14.3 0.0












る」事業者が最も少なく 11.1%にとどまった。大船渡市（大船渡地区）は 3 市町の中で売
り上げが震災前まで獲得できていない事業者が最も多く、全体の 55.8％と過半の事業者
が、売り上げが低迷していると回答している。陸前高田市（高田地区）は 3 市町の中で売
り上げが震災前を上回っている事業者が最も多く 34.5％と約 1/3 の事業者が震災前を上回





図 94 本設の店舗の売り上げ実績（３市町全体＆3 市町別）206 
  
 
206 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被








ＴＯＴＡＬ     134
山田町      36
大船渡市      43
陸前高田市      55
22.4 12.7 44.8 3.0 17.2
11.1 13.9 47.2 2.8 25.0
16.3 11.6 55.8 0.0 16.3





















図 95 復興店舗の満足度（3 市町合計）（３市町合計）207 
 
207 長坂泰之、高橋誠司（2019 年 7 月）、「復旧・復興の商業まちづくりに関する調査（被




やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ     134
近隣からの来やすさ     134
エリアにおける自店の立地・
配置
    134
商業集積の魅力度     134
自店の売上高     134
新規顧客の獲得     134
駐車場の規模・利便性     134
公園、広場などのコミュニテ
ィ空間
    134
イベントなどのにぎわいづく
り
    134
情報発信（テレビ、新聞、ホ
ームページ、ＳＮＳなど）
    134
商業集積の運営費（市街地に
復興した方のみ）
     71
周辺の公共施設、コミュニテ
ィ施設の集客力
    134
本設入居までの時間     134
国（中小機構）の対応     134
自治体の対応     134
商工会・商工会議所の対応     134
全体的な満足度     134
12.7 28.4 26.1 11.2 6.7 14.9
15.7 29.1 25.4 10.4 4.5 14.9
14.9 24.6 26.1 11.9 6.7 15.7
10.4 14.2 32.8 17.2 10.4 14.9
4.5 24.6 22.4 17.2 16.4 14.9
0.7 26.9 29.9 15.7 11.9 14.9
20.1 26.9 20.1 9.7 7.5 15.7
11.2 11.2 39.6 13.4 9.7 14.9
6.0 12.7 40.3 12.7 11.2 17.2
3.7 15.7 39.6 14.9 6.7 19.4
4.2 18.3 31.0 12.7 2.8 31.0
3.0 17.2 38.1 14.2 9.7 17.9
7.5 14.9 32.1 12.7 11.9 20.9
6.7 20.9 35.8 9.0 12.7 14.9
6.0 20.1 32.1 12.7 15.7 13.4
11.2 20.1 32.8 9.7 12.7 13.4











地区）の 45.7％（約半数）が要件下限の 2 店舗（区画）であった。逆に大船渡市（大船渡地
区）では半数以上の 52.4％が 6 店舗（区画）以上であった。山田町では、3～5 店舗（区画）
が約 4 割の 38.9％と 3 市町それぞれ異なる結果であった。 
















ったため」（24.2％）がともに 1/4 程度であった。なお、3 市町で大きな差異はなかった。 
（5）事業継続に対する経営者の不安 









































































































（2011 年 3 月 11 日震災前と 2019 年 3 月の復興段階） 
8-2-1 山田町の事業所数の業種別・立地別（市街地・市街地外）の変化 
山田町は震災前に市街地に 289 事業者が営業していたが、2019 年 3 月時点では、市街
地への復興は 96 事業所 33.2％。市街地外への復興が 34 事業所 11.8%であった。市街地へ
復興が 33.2％は３市町で最も高い割合であり、市街地外への復興 11.8%は３市町で最も低
い割合である。一方で市街地への復興が市街地外の復興の約 3 倍と 3 市町で最も高い。 
表 97 山田町の震災前と本設の事業所数の業種別の変化 
（市街地・市街地外）211 
 










年 3 月時点では、市街地への復興は 75 事業所 27.3％。市街地外への復興が 77 事業所
28.0%であり、市街地への復興よりも市街地外への復興が若干上回った。市街地外への復
興 28.0%は３市町で最も高い割合である。 
表 98 大船渡市（大船渡地区）の震災前と本設の事業所数の業種別の変化 
（市街地・市街地外）212
 









陸前高田市（高田地区）は、震災前に 346 事業者であったが、2019 年 3 月時点では、市
街地への復興は 33 事業所 9.5％。市街地外への復興が 80 事業所 23.1%であった。他の 2 市
町がほぼ復興が完了しているのに対して、陸前高田市（高田地区）は土地区画整理事業の遅
れからなお復興途上であり、復興率は今後やや上昇すると考えられる。 














 3 市町合計で震災前と 2019 年 3 月現在の業種構成の相違は、増加した主な業種は、飲食
サービス業が 23%から 32%（+9 ポイント）、最寄品小売業が 13%から 17%（+4 ポイント）
となっている。一方減少した主な業種は、買回品小売業 19%から 16%（-3 ポイント）、生
活関連サービス業 21%から 18%（-3 ポイント）となっている。 
 
 








8-4  復旧・復興プロセスにおける業種別動向と存続・消滅業種 
 次に、3 市町で市街地に存続した業種・消滅した業種を業種別に明らかにする。 







































渡市（大船渡地区）でも 35.1％、山田町でも 32.5％しか復興していないことになる。 
業種ごとにみると 3 市町共に震災後に消滅した業種（米穀類）、あるいは 1 店舗のみが
存続した消滅危惧業種が 3 業種存在（酒、食肉、野菜・果実）することが明らかになった。 
 


















復興する事業者は 1 社も存在していない。 
 























所が中心となって誘致を進め全国チェーンのホテルが出店する予定である（2019 年 3 月現
在）。娯楽業については、現時点で市街地への復興した事業者は 3 市町共に存在しない。 


















率は 15.4%～20.0%と低調であり、特に病院は山田町で 1 院が市街地に戻ってきたのみで
ある。 









8-5  復旧・復興プロセスにおける復興市街地の存続・消滅業種 
8-5-1  3 市町共通して復興市街地に存続した業種 
 以下が 3 市町共通して復興市街地に存続した業種である。存続したのは、食品スーパ
ーや最寄品小売業、買回品小売業、サービス業、飲食業であり、どれも日常生活に必要不可
欠な業種が共通して存続していることがわかる。 









































震災前の 3 市町合計で全 910 事業所が市街地に集積していたが、このうち、市街地（商
業集積）に復興した事業所は 204 事業所で、22.4%の復興率にとどまった。業種別では、総












































 3 市町合計で震災前には全 910 事業所が市街地に集積していたが、2019 年 3 月現在、こ
のうち市街地（商業集積）に復興した事業所は 204 事業所で、22．4%の復興率にとどまっ
ている。一方、継続意向の 395 事業所のうち、市街地（商業集積）に復興した事業所は 204
事業所となり、51.6%の復興率にとどまっている（3 市町のうち陸前高田市（高田地区）は
復興の途上、他の 2 市町は概ね完了している状況）。 
（2）震災前との業種構成の相違及び消滅業種・消滅危惧業種 
 3 市町合計で震災前と 2019 年 3 月現在の業種構成の相違は、増加した主な業種は、飲食
サービス業が 23%から 32%（+9 ポイント）、最寄品小売業が 13%から 17%（+4 ポイント）
となっている。一方減少した主な業種は、買回品小売業 19%から 16%（-3 ポイント）、生









最寄品小売業は、3 市町共に震災後に消滅した業種（米穀類）、あるいは 1 店舗のみが存
続した消滅危惧業種（酒、食肉、野菜・果実）が存在した。買回品小売業・その他小売業は、





























































































終-1-3 3 市町の復旧時の比較 
(1) 国の仮設商店街整備前の集積 











業所が仮設施設で営業、現地改修で再開した 31 事業所と合わせ、計 95 事業所が津波被災
市街地内の徒歩圏内と言っても差し支えない距離の範囲で集積していた（2012 年 10
月）。結果的に一定の割合で商業者同士の顔が見える関係性が構築できていたと言える。 
大船渡市（大船渡地区）は、4 つの仮設商店街に 46 事業所が集積を形成している。うち
3 つの仮設商店街は徒歩圏内に近接して立地している（2011 年 12 月）。 
陸前高田市（高田地区）は、4 つの仮設商店街に 21 事業所が集積を形成している。ただ




















































まちなか再生計画の認定については、山田町は、津波被災市街地では 2 番目の 2015 年
3 月認定であった。被災地で最も認定の早かった女川町とほぼ同時に申請手続きを進めて
いた（女川町の 4 ケ月遅れで認定）。 
大船渡市（大船渡地区）は、被災地で 6 番目、2016 年 2 月認定であった。先行する女
川町、山田町の認定の状況を確認しながら追随して申請、認定を受けた。 
陸前高田市（高田地区）も大船渡市（大船渡地区）と同様に、先行する女川町、山田町
の認定の状況を確認しながら追随して申請、認定を受けた。被災地で 5 番目、2016 年 1
 











































































229 山田町商工会長Ａ氏へのヒアリングによる（2020 年 3 月）。 














































 (9) 復興市街地への集積率（震災直後→復興段階） 
復興市街地への集積率については、ほぼ復興が完了しつつある山田町は、96/163 事業所
（58.9％、2019 年 3 月時点で仮設 15 先）が、同じくほぼ復興が完了しつつある大船渡市
（大船渡地区）は、75/157 事業所（47.8％、2019 年 3 月時点で仮設なし）で、被災事業
者の半数前後の復興となっている。一方で、陸前高田市（高田地区）は、31/199 事業所
























234 長坂泰之、梅村仁（2017 年 3 月）、「次代に向けた中心市街地の商業活性化事業の在り























































































































































237 宮古市の元産業部長Ｓ氏へのヒアリングによる（2017 年 1 月） 
238 吉田英一（2016 年 12 月）、「東日本大震災被災地域における『まちなか再生計画』と復











































































































242 長坂泰之（2018 年 4 月）、「特別企画『東日本大震災 7 年後の地域商業 津波の跡に開
いた小さな蕾』、Ｐ50-54、商業界 2018 年 4 月号 
243 中小企業庁（2020 年 6 月 23 日）、「地域の持続可能な発展に向けた政策の在り方研究







































地区のケーススタディ－」、p905-912、日本都市計画学会都市計画論文集 vol.53 №3 
203 
 




































































 1 点目は、復旧段階での支援策である仮設施設整備事業についてである。 

















 2 点目は、仮設施設の規模についてである。 






























































 5 点目は、震災前との業種構成の相違及び消滅業種・消滅危惧業種の存在についてである。 

























































































250 この点は、吉田も同様の指摘をしている。吉田英一（2016 年 12 月）、「東日本大震災
被災地域における『まちなか再生計画』と復興まちづくり」、ｐ1-24、一般財団法人 民間
都市開発推進機構 Urban Study、、 
251 寺澤草太、饗庭伸（2014 年）、「東日本大震災からの商業復興における仮設商店街の果
たす役割-岩手県沿岸南部 3 市を対象として-」、p291-296、日本都市計画学会都市計画論
文集 vol.49 №3 







































































一般社団法人日本地域開発センター（2012 年.12 月）、「特集 震災復興に向かう釜石の地域
産業」、地域開発 2012、vol.578 
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2021 年 3 月 25 日 


















































るかどうかを勘案して以下の 7 市町とした。 




 実態調査の対象となる 7 市町には、一定の集積を形成した仮設商店街が 14 カ所存在し
た。以下が 14 仮設商店街の一覧である。規模は 8 区画から 50 区画と 6 倍以上の差があり、



























































図 1-4 岩手県山田町の復興中心市街地と仮設商店街の位置257  
 
257 地図は Yahoo Japan（http://map.yahoo.co.jp/、2015 年 10 月検索）、仮設商店街の位置
は、中小機構の仮設施設整備事業 施設全集（2013 年、中小機構）を参考に、まちなか再






































図 1-5 岩手県大槌町の復興中心市街地と仮設商店街の位置258 
  
 
258 地図は Yahoo Japan（http://map.yahoo.co.jp/、2015 年 10 月検索）、仮設商店街の位置
は、中小機構の仮設施設整備事業 施設全集（2013 年、中小機構）を参考に、土地区画整
理事業の区域は、大槌町東日本大震災津波復興計画実施計画（第１期復旧期 2011 年度～



















規模は 20 区画から 30 区画の中規模のものが多い。うち、大船渡屋台村は、宮城県気仙
沼市の気仙沼横丁とともに「屋台村方式」を採用した異色の商店街である。共用開始時期






図 1-6 岩手県大船渡市の復興中心市街地と仮設商店街の位置259 
 
259 地図は Yahoo Japan（http://map.yahoo.co.jp/、2015 年 10 月検索）、仮設商店街の位置
は、中小機構の仮設施設整備事業 施設全集（2013 年、中小機構）を参考に、まちなか再



























た商店街まで様々で、最も早い 2011 年 11 月の陸前高田元気会から、最も遅い 2013 年 2











図 1-7 岩手県陸前高田市の復興中心市街地と仮設商店街の位置260 
 
260 地図は Yahoo Japan（http://map.yahoo.co.jp/、2015 年 10 月検索）、仮設商店街の位置
は、中小機構の仮設施設整備事業 施設全集（2013 年、中小機構）を参考に、まちなか再





























規模は、南町紫市場は被災地で最大規模の 50 区画であるが、当初から 50 区画の計画で
はなく、様々な経緯から当初のほぼ倍となった。「屋台村方式」の気仙沼横丁は、全国各






図 1-8 宮城県気仙沼市の復興中心市街地と仮設商店街の位置261 
  
 
































図 1-9 宮城県南三陸町（志津川地区）の復興中心市街地と仮設商店街の位置262 
  
 
262 地図は Yahoo Japan（http://map.yahoo.co.jp/、2015 年 10 月検索）、仮設商店街の位置
は、中小機構の仮設施設整備事業 施設全集（2013 年、中小機構）を参考に、まちなか再



























図 1-10 宮城県女川町の復興中心市街地と仮設商店街の位置263  
 
263 地図は Yahoo Japan（http://map.yahoo.co.jp/、2015 年 10 月検索）、仮設商店街の位置
は、中小機構の仮設施設整備事業 施設全集（2013 年、中小機構）を参考に、まちなか再
生区域は、女川町まちなか再生計画（2014 年 12 月、宮城県女川町）のうち、女川浜地区



















264 地図は Yahoo Japan（http://map.yahoo.co.jp/、2015 年 10 月検索）、仮設商店街の位置










図 1-12 岩手県釜石市中心市街地の仮設商店街の位置265 
  
 
265 地図は Yahoo Japan（http://map.yahoo.co.jp/、2015 年 10 月検索）、仮設商店街の位置






































































































































































商店街」が運営している。現在役員は 6 名いる。会合は月 2 回実施している。1 回は毎月第














































































































































2011 年 5 月頃のことである。その後、2011 年 6 月に夢商店街のメンバーの一部のグループ
が、仮設ではなく本設の計画をしたので募集を一度ストップした。その計画は、結局は認め
られず、改めて仮設施設への入居希望者を募った。このような経緯もあり、中小機構の仮設












建物を 1 階建てにするか 2 階建てにするかについては、土地が確保できるのであれば、
商業施設は 2 階建てよりも平屋のほうがいいと思っていたが、2 階建てになったのは入居者
が増えたからである。実際、当初は 20 人であったが、最終的には 29 人となった。人数も
増えたが、同時に床面積ももう少し欲しいという事業者がいて、軒数、面積の両面から平屋
では無理と言うことになり 2 階建てとなった。2 階には、保険会社、マッサージ店、不動産
屋、釣具店（通販）、化粧品（外販）、事務所などが入居している。逆に、物販や飲食店は全
て 1 階である。なので、後から参加した事業者が 2 階に上がったということはなく業種か






















































































店に対して、2 次募集は市内の非組合加盟飲食店、3 次募集は気仙 2 市 1 町で被災した事業





































































































































とし、20 坪タイプと 30 坪タイプの 2 つを用意した。 
配置計画は、最初に動き出した 5～6 人のメンバーの意向を優先した。提示したプランに
不満を持ち出店をやめた事業者もいたが、エゴを言う事業者は出て行ってもやむを得ない





















































































店舗配置計画は、物販は商売的に 2 階では難しいので 1 階中心で考えた。Ｓ工房は厨房
があり材料や仕出し弁当の搬出入があるので、敷地の真ん中よりもむしろ端がよかった。Ｓ
工房は、ほかにもコンビニ（Ｙショップ）、Ｋ館と 2 つの業種をやっていったので、Ｓ氏の
営業する 3 店で 1 棟（5 ブロック・A 棟）とした。B 棟は、敷地の中央なので、真ん中と手
前に駐車場を整備し、花屋と葬祭（同一経営者）、理美容、スポーツ店を配置した。なお、
現在、中華料理屋のある場所はもともと駐車場だった。「元気会にも食堂があったほうがい
い」と言うことで中華料理店に声を掛けた。C 棟のみが 2 階建てでありコインランドリー
と学習塾が入っている。学習塾はもともと 2 階を希望していたが、敷地の大きさからもす















































































































































































































後から増やした道路の向かいに 16 台、裏に 30 数台の従業員用の駐車場を確保し、合わせ


















































































































(1) 仮設商店街の概要           
表 1-33 
 















2011 年 3 月 11 日の東日本震災から 1～2 週間経った頃「もう一度商売をしたい」という
声が南町紫市場の副理事長に就任することになるＳ氏が会長をしていた南町柏崎青年会か
ら上がった。 
2011 年 4 月はじめには、市役所の近くに空いている土地にテントを張って「青空市」を
2 軒からスタートし、その後、弁当屋、もつ煮屋などが加わり 10 軒ぐらいまで増えた。し
かし、雨風をしのぐだけのテントでは天候によって商売が左右される。そこで情報を得たの







































らばせるであった。結局は大きくはこの 4 項目を中心にして配置計画を決めたことになる。 

























































































る人であること、そして、④18 時から 21 時までは必ず店を開くことができること（ただ
57 
 
し、それ以外の営業時間は 24 時間営業でも 3 時間営業でも可）。の４点とした。公募をし


















































当初のプランでは 1 区画の家賃は月 80,000 円（6 坪）であったが、「こんな家賃では入居
する被災者はいない」ということで、投資額を下げるために、ライオンズクラブなどからの
支援を受け、現在の 45,000 円（6 坪、飲食店の場合、共益費を含む）まで家賃を軽減する






























 (2) 仮設商店街の商業集積マネジメント 
①仮設商店街の組織 
商店街は、任意組織である南三陸志津川福興名店街運営組合が運営している。当初は事務
局体制が十分ではなかったが、2015 年 5 月より南三陸商工会臨時職員の 3 人体制となり、
土日もカバーできることとなった。業務は商店街インフォメーションのほか各会議やセー
ルイベントのサポート、公式 HP の管理運営、来客や視察団体受け入れ対応、セールチラシ






た。このようにどこに誰がいるかどうかわからない状況のなかで 2011 年 4 月 29 日（金）
と 30 日（土）の 2 日間、第一回の福興市を開催した。地元のお客様に励ましの言葉をいた
だき、商業者たちは商店街再開を決意した。 




















出店者数は当初希望した 108 店から最終的には 29 店舗となった。108 事業所の中には商
61 
 




前述したとおり、出店者数は当初希望した 108 店から最終的には 29 店舗となった。最初
に希望した 108 店舗というのは、やれるかどうか聞きに来てとりあえず手をあげた店主の
数ということである。108 事業所の中には商業者だけでなく営業所や工場の人も希望してい















































































の仮設住宅を整備する寸前であったが、2011 年 4 月 7 日の東日本大震災の余震を受けて、
グラウンドに表層地割れが起きた。宮城県としては、住宅地としては不適であるとの判断に
より、仮設住宅の建設は不可能との判断が下された。この情報を得た商工会は、町役場とと











200 床の仮設住宅を整備する寸前であったが、2011 年 4 月 7 日の東日本大震災の余震を受
けて、グラウンドに表層地割れが起きた。宮城県としては、住宅地としては不適であるとの
判断により、仮設住宅の建設は不可能との判断が下された。この情報を得た商工会は、町役





























































































①山田町 山田町商工会 会長 Ａ氏 
②大船渡市 大船渡商工会議所 次長 O 氏、大船渡市 Ｓ氏  





事業を営んでいた者のうち、2019 年 2 月時点で事業を営んでいる事業者 581 先。 
（7）調査スケジュール 
2018 年 11 月～2019 年 1 月 調査票の設計 
2019 年 2 月～3 月 調査実施 
2019 年 4 月～7 月 調査結果の集計分析 
（8）回収結果  




























ＴＯＴＡＬ     220
山田町      60
大船渡市      55
陸前高田市     105
55.5 33.6 7.7 3.2
66.7 18.3 10.0 5.0
63.6 29.1 3.63.6














ＴＯＴＡＬ     220
山田町      60
大船渡市      55
陸前高田市     105




38.3 0.0 10.0 20.0 1.7 6.7 16.7 6.7
38.2 0.0 20.0 18.2 0.0 5.5 14.5 3.6




































ＴＯＴＡＬ     220
山田町      60
大船渡市      55
陸前高田市     105
19.1 10.5 15.5 12.7 3.6 14.5 10.0 2.3 11.8
25.0 10.0 11.7 13.3 3.3 11.7 8.3 1.7 15.0
21.8 10.9 16.4 12.7 3.6 10.9 14.5 1.8 7.3
14.3 10.5 17.1 12.4 3.8 18.1 8.6 2.9 12.4
従業員数（調査地別）　










ＴＯＴＡＬ          220
        23.0
山田町           60
        46.9
大船渡市           55
        24.1
陸前高田市          105
         8.8




43.3 26.7 8.3 8.3 3.3
1.7
1.7 6.7











全体では 60 歳代が最も多く 32.3%で、70 歳代以上が合計して 32.7%で、併せて 65.0%が 60




















ＴＯＴＡＬ     220
山田町      60
大船渡市      55
陸前高田市     105
0.9 11.4 19.5 32.3 30.0 2.7 3.2
1.7 15.0 20.0 20.0 38.3 0.0 5.0
0.0 3.6 16.4 38.2 30.9 7.3 3.6










ＴＯＴＡＬ     220
山田町      60
大船渡市      55
陸前高田市     105
27.3 25.9 13.2 20.5 8.2 5.0
18.3 26.7 13.3 23.3 8.3 10.0
21.8 23.6 7.3 36.4 7.3 3.6















０回 １回 ２回 ３回以上 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
ＴＯＴＡＬ     220
山田町      60
大船渡市      55
陸前高田市     105
8.2 34.1 38.6 15.0 4.1
10.0 33.3 31.7 20.0 5.0
1.8 27.3 56.4 9.1 5.5





内だが、その他の業種は 3 回以上移転した事業者が存在する。 








０回 １回 ２回 ３回以上 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
ＴＯＴＡＬ     220
小売業（製造・小売含む）      78
飲食サービス業      28
生活関連サービス業      34
医療・福祉      11
その他      55
8.2 34.1 38.6 15.0 4.1
7.7 23.1 43.6 25.6 0.0
0.0 35.7 42.9 14.3 7.1
2.9 52.9 35.3 8.8 0.0
0.0 63.6 36.4 0.0
16.4 34.5 32.7 9.1 7.3
73 
 
③移転 1 回の場合の移転先（調査地別） 
移転 1 回の場合の移転先を調査地別に見ると、全体の傾向は、仮設を経ずに 1 回で市街
地に本設店舗を整備した事業者が 21.3％と約 2 割、市街地以外に本設した事業者が 37.3％
と約 4 割で、市街地以外の本設している事業者のほうが大きく上回る結果となった。一方
で、現在でも仮設施設で事業を営んでいる事業者が、震災から 8 年経過してもなお 36.0％





ほぼ本設へ移行が終了しており、他の 2 市町よりも早い傾向が窺える。 
 













ＴＯＴＡＬ      75
山田町      20
大船渡市      15
陸前高田市      40
21.3 37.3 13.3 22.7 5.30.0
25.0 30.0 30.0 10.0 5.0 0.0
20.0 60.0 6.70.0 13.3 0.0


























ＴＯＴＡＬ      75
小売業（製造・小売含む）      18
飲食サービス業      10
生活関連サービス業      18
医療・福祉       7
その他      19
21.3 37.3 13.3 22.7 5.3
0.0
16.7 33.3 5.6 33.3 11.1 0.0
30.0 50.0 10.0 10.0 0.0
27.8 22.2 27.8 22.2 0.0
14.3 42.9 28.6 14.3 0.0
21.1 36.8 5.3 26.3 10.5 0.0
75 
 













者が 45.8％存在することであり、山田町の 5.3％（89.5％が本設完了）、大船渡市の 6.5％
（90.4％が本設完了）と比較すれば明らかに復興が遅れていることがわかる。 



































ＴＯＴＡＬ      85
山田町      19
大船渡市      31
陸前高田市      35
21.2 17.6 25.9 15.3 10.6 3.5 5.9 0.0





19.4 19.4 41.9 9.7 0.0 6.5
3.2
0.0
8.6 14.3 20.0 22.9 22.9 2.9 8.6 0.0
76 
 









































ＴＯＴＡＬ      85
小売業（製造・小売含む）      34
飲食サービス業      12
生活関連サービス業      12
その他      18
21.2 17.6 25.9 15.3 10.6 3.5 5.9
0.0
14.7 17.6 29.4 17.6 8.8 5.9 5.9 0.0
41.7 8.3 33.3 8.3 8.3 0.0
25.0 0.0 33.3 33.3 8.3 0.0
16.7 27.8 5.6 11.1 16.7 5.6 16.7 0.0
77 
 
⑦移転 3 回の場合の移転先（調査地別）（参考） 
「移転 3 回」の全体の傾向は、仮設を 2 回経て市街地に本設した事業者が 33.3％、同じ
く仮設を 2 回経て市街地以外に本設をした事業者が 12.1％だった。一方で、道路拡幅やか
さ上げ工事の影響で移転回数が 3 回になった事業者が 21.2％存在した。なお、その他と回
答した事業者が 33.3％存在し、中には移転回数が 5 回に達する事業者もいた。市町ごとに
は特筆する相違は見られなかった。 





















ＴＯＴＡＬ      33
山田町      12
大船渡市       5
陸前高田市      16
33.3 12.1 12.1 9.1 33.3 0.0
33.3 8.3 16.7 8.3 33.3 0.0
20.0 20.0 20.0 0.0 40.0 0.0











９坪 １５坪未満 １５坪以上 その他 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
ＴＯＴＡＬ      85
山田町      18
大船渡市      21
陸前高田市      46
8.2 27.1 47.1 1.2 16.5
16.7 44.4 16.7 0.0 22.2
14.3 33.3 33.3 0.0 19.0














９坪 １５坪未満 １５坪以上 その他 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
ＴＯＴＡＬ      85
小売業（製造・小売含む）      42
飲食サービス業      10
生活関連サービス業      15
その他      13
8.2 27.1 47.1 1.2 16.5
11.9 33.3 38.1 0.0 16.7
10.0 10.0 80.0 0.0
0.0 26.7 46.7 6.7 20.0
























ＴＯＴＡＬ      85
山田町      18
大船渡市      21
陸前高田市      46
50.6 16.5 12.9 3.5 16.5
61.1 11.1 5.6 0.0 22.2
38.1 23.8 14.3 4.8 19.0





















ＴＯＴＡＬ      85
小売業（製造・小売含む）      42
飲食サービス業      10
生活関連サービス業      15
その他      13
50.6 16.5 12.9 3.5 16.5
59.5 9.5 11.9 4.8 14.3
40.0 50.0 10.0 0.0
40.0 20.0 20.0 0.0 20.0





みが 64.7％と約 2/3、2 階のみが 9.4％と約 1 割、そして 1 階及び 2 階が 10.6％と約 1 割
となっている。 




 一方、大船渡市も陸前高田市も一定の割合で 2 階、1 階及び 2 階に入居した事業者が存






１階 ２階 １階及び２階 その他 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
ＴＯＴＡＬ      85
山田町      18
大船渡市      21
陸前高田市      46
64.7 9.4 10.6 0.0 15.3
77.8 0.0 22.2
61.9 14.3 4.8 0.0 19.0





及び飲食サービス業の 8 割以上が 1 階に入居（1 階及び 2 階を含む）したのに対して、生
活関連サービス業はその半数の 40.0％にとどまった。 
 生活関連サービス業は目的性が高いことから、1 階である必要性は低いと考えられる
が、高齢な消費者にとっては 2 階に上がるのは大変であったと思われる。 







１階 ２階 １階及び２階 その他 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
ＴＯＴＡＬ      85
小売業（製造・小売含む）      42
飲食サービス業      10
生活関連サービス業      15
その他      13
64.7 9.4 10.6 0.0 15.3
69.0 4.8 11.9 0.0 14.3
80.0 10.0 10.0 0.0
40.0 20.0 20.0 0.0 20.0





が発生した平成 23 年中に入居した事業者が 29.4％と約 3 割、平成 24 年 1 月以降が
45.8％と半数近くであった。 
 市町別にみると、大船渡市が他の 2 市町と大きく異なる特徴がある。大船渡市は、
52.4％と半数以上が年内に入居を完了している。一方で、山田町は 16.7％、陸前高田市は
23.9％となっており、その差は歴然としている。山田町及び陸前高田市の入居時期が最も


















ＴＯＴＡＬ      85
山田町      18
大船渡市      21
陸前高田市      46
4.7 24.7 8.2 37.6 1.2 7.1 16.5
5.6 11.1 0.0 44.4 0.0 11.1 27.8
4.8 47.6 9.5 14.3 0.0 4.8 19.0





が発生した平成 23 年中に入居した事業者が合計 29.4％と約 3 割、平成 24 年 1 月以降が
45.8％と半数近くであった。 
 業種別では、小売業及び飲食サービス業の入居時期に大きな差異はなく、震災から 1 年
以上経過した平成 24 年 4 月以降がともに約 5 割と最も多かった。一方で、生活関連サー


















ＴＯＴＡＬ      85
小売業（製造・小売含む）      42
飲食サービス業      10
生活関連サービス業      15
その他      13
4.7 24.7 8.2 37.6 1.2 7.1 16.5
4.8 21.4 7.1 45.2 2.4
2.4
16.7
10.0 10.0 10.0 50.0 0.0 20.0 0.0
0.0 46.7 13.3 13.3 0.0 6.7 20.0





交通量が多い道路沿い」が 28.2%と約 3 割、「幹線や交通量の多い道路沿いではない」が















ＴＯＴＡＬ      85
山田町      18
大船渡市      21
陸前高田市      46
28.2 51.8 3.5 16.5
22.2 50.0 0.0 27.8
33.3 42.9 4.8 19.0





交通量が多い道路沿い」が 28.2%と約 3 割、「幹線や交通量の多い道路沿いではない」が
51.8％と約 5 割であった。 
 業種別では、大きな差異がみられた。小売業は「幹線や交通量の多い道路沿いではな














ＴＯＴＡＬ      85
小売業（製造・小売含む）      42
飲食サービス業      10
生活関連サービス業      15
その他      13
28.2 51.8 3.5 16.5
11.9 69.0 2.4 16.7
80.0 10.0 10.0 0.0
40.0 33.3 6.7 20.0





は、2 店舗（区画）が 27.1％、3～5 店舗（区画）が 22.4％、6 店舗（区画）以上が 28.2％
とほぼ同じ割合であった。 
 しかし市町別では、大きな差異があった。具体的には陸前高田市の 45.7％（約半数）が
2 店舗（ニコイチ）であった。逆に大船渡市では半数以上の 52.4％が 6 店舗（区画）以上













ＴＯＴＡＬ      85
山田町      18
大船渡市      21
陸前高田市      46
27.1 22.4 28.2 4.7 17.6
11.1 38.9 16.7 5.6 27.8
0.0 14.3 52.4 9.5 23.8





は、2 店舗（区画）が 27.1％、3～5 店舗（区画）が 22.4％、6 店舗（区画）以上が 28.2％
とほぼ同じ割合であった。 














ＴＯＴＡＬ      85
小売業（製造・小売含む）      42
飲食サービス業      10
生活関連サービス業      15
その他      13
27.1 22.4 28.2 4.7 17.6
23.8 26.2 31.0 4.8 14.3
10.0 20.0 50.0 10.0 10.0
20.0 20.0 33.3 0.0 26.7






で、震災前を上回っている事業者が 24.7％と約 1/4 存在している。 
 市町別では、大きな差異がある。山田町は、「震災前を上回っている事業者」5.6％に対
して、「震災前を下回っている」事業者は約 10 倍の 55.6％に達した。大船渡市もその割合














ＴＯＴＡＬ      85
山田町      18
大船渡市      21
陸前高田市      46
24.7 5.9 45.9 1.2 22.4
5.6 5.6 55.6 0.0 33.3
14.3 4.8 52.4 0.0 28.6






で、震災前を上回っている事業者が 24.7％と約 1/4 存在している。   
 業種別では、飲食サービス業の 60.0％が震災前を上回ったと回答しているが、逆に小売














ＴＯＴＡＬ      85
小売業（製造・小売含む）      42
飲食サービス業      10
生活関連サービス業      15
その他      13
24.7 5.9 45.9 1.2 22.4
11.9 4.8 59.5 0.0 23.8
60.0 10.0 30.0 0.0
20.0 0.0 46.7 0.0 33.3










の広さ（計 38.8％）、商工会・商工会議所の対応（計 38.8％）の順となっている。 
一方で、不満（やや不満を含む）は、自店の売上高（計 40.0％）、駐車場の規模・利便
性（計 30.6％）、新規顧客の獲得（計 29.4％）となっている。 
なお、駐車場は「満足」と「不満」の意見が分かれた 
 




やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      85
近隣からの来やすさ      85
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     85
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     85
自店の売上高      85
新規顧客の獲得      85
駐車場の規模・利便性      85
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     85
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     85
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     85
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     85
国（中小機構）の対応      85
自治体の対応      85
商工会・商工会議所の対応      85
全体的な満足度      85
9.4 17.6 29.4 7.1 15.3 21.2
8.2 23.5 21.2 17.6 10.6 18.8
14.1 24.7 23.5 7.1 11.8 18.8
9.4 16.5 30.6 16.5 9.4 17.6
7.1 20.0 15.3 20.0 20.0 17.6
4.7 21.2 24.7 12.9 16.5 20.0
14.1 24.7 10.6 15.3 15.3 20.0
5.9 24.7 23.5 12.9 11.8 21.2
38.8 28.2 9.4 4.71.2 17.6
10.6 24.7 21.2 14.1 10.6 18.8
12.9 25.9 20.0 12.9 10.6 17.6
21.2 23.5 27.1 5.9 4.7 17.6
10.6 23.5 21.2 15.3 11.8 17.6
16.5 22.4 22.4 10.6 9.4 18.8





他の 2 市と異なったのは、8 つの選択肢で「満足」と回答した事業者がゼロであったことで
ある。全体の評価も満足 5.6％、やや満足 11.1％を合計しても、16.7％と 3 市町で最も低か








やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      18
近隣からの来やすさ      18
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     18
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     18
自店の売上高      18
新規顧客の獲得      18
駐車場の規模・利便性      18
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     18
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     18
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     18
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     18
国（中小機構）の対応      18
自治体の対応      18
商工会・商工会議所の対応      18
全体的な満足度      18
0.0 22.2 16.7 11.1 22.2 27.8
0.0 22.2 16.7 22.2 16.7 22.2
0.0 22.2 27.8 11.1 16.7 22.2
0.0 5.6 33.3 27.8 11.1 22.2
0.0 5.6 11.1 22.2 38.9 22.2
0.0 5.6 22.2 22.2 27.8 22.2
0.0 22.2 22.2 11.1 16.7 27.8
5.6 16.7 27.8 11.1 11.1 27.8
33.3 27.8 11.1 5.6 0.0 22.2
5.6 22.2 16.7 16.7 16.7 22.2
5.6 22.2 11.1 22.2 16.7 22.2
5.6 22.2 27.8 11.1 11.1 22.2
0.0 33.3 11.1 22.2 11.1 22.2
11.1 27.8 22.2 16.7 0.0 22.2














やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      21
近隣からの来やすさ      21
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     21
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     21
自店の売上高      21
新規顧客の獲得      21
駐車場の規模・利便性      21
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     21
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     21
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     21
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     21
国（中小機構）の対応      21
自治体の対応      21
商工会・商工会議所の対応      21
全体的な満足度      21
14.3 19.0 28.6 4.8 14.3 19.0
14.3 23.8 19.0 19.0 4.8 19.0
28.6 14.3 23.8 4.8 9.5 19.0
23.8 14.3 19.0 23.8 0.0 19.0
9.5 19.0 14.3 14.3 23.8 19.0
9.5 19.0 33.3 9.5 9.5 19.0
19.0 38.1 9.5 4.8 9.5 19.0
9.5 42.9 14.3 9.5 4.8 19.0
38.1 33.3 4.8 4.8 0.0 19.0
14.3 28.6 14.3 9.5 14.3 19.0
19.0 28.6 14.3 9.5 9.5 19.0
23.8 23.8 28.6 4.8 0.0 19.0
9.5 14.3 4.8 23.8 28.6 19.0
9.5 14.3 23.8 9.5 23.8 19.0















やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      46
近隣からの来やすさ      46
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     46
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     46
自店の売上高      46
新規顧客の獲得      46
駐車場の規模・利便性      46
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     46
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     46
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     46
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     46
国（中小機構）の対応      46
自治体の対応      46
商工会・商工会議所の対応      46
全体的な満足度      46
10.9 15.2 34.8 6.5 13.0 19.6
8.7 23.9 23.9 15.2 10.9 17.4
13.0 30.4 21.7 6.5 10.9 17.4
6.5 21.7 34.8 8.7 13.0 15.2
8.7 26.1 17.4 21.7 10.9 15.2
4.3 28.3 21.7 10.9 15.2 19.6
17.4 19.6 6.5 21.7 17.4 17.4
4.3 19.6 26.1 15.2 15.2 19.6
41.3 26.1 10.9 4.32.2 15.2
10.9 23.9 26.1 15.2 6.5 17.4
13.0 26.1 26.1 10.9 8.7 15.2
26.1 23.9 26.1 4.3 4.3 15.2
15.2 23.9 32.6 8.7 4.3 15.2
21.7 23.9 21.7 8.7 6.5 17.4
8.7 43.5 21.7 4.3 6.5 15.2
96 
 
⑤国（中小機構）の整備した仮設施設の満足度（平成 24 年 3 月以前入居） 
国（中小機構）の整備した仮設施設の満足度について、入居した時期別に聞いた。震災










やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      32
近隣からの来やすさ      32
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     32
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     32
自店の売上高      32
新規顧客の獲得      32
駐車場の規模・利便性      32
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     32
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     32
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     32
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     32
国（中小機構）の対応      32
自治体の対応      32
商工会・商工会議所の対応      32
全体的な満足度      32
9.4 18.8 31.3 6.3 28.1 6.3
12.5 18.8 21.9 25.0 15.6 6.3
18.8 28.1 18.8 9.4 18.8 6.3
12.5 21.9 28.1 18.8 15.6 3.1
12.5 21.9 12.5 25.0 25.0 3.1
6.3 25.0 31.3 12.5 21.9 3.1
9.4 37.5 6.3 15.6 25.0 6.3
9.4 28.1 34.4 9.4 15.6 3.1
50.0 28.1 9.4 9.4 0.0
3.1
15.6 21.9 25.0 15.6 15.6 6.3
18.8 21.9 28.1 12.5 15.6 3.1
34.4 15.6 31.3 6.3 9.4 3.1
9.4 31.3 15.6 15.6 25.0 3.1
15.6 28.1 28.1 9.4 15.6 3.1
12.5 34.4 34.4 3.1 12.5 3.1
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⑥国（中小機構）の整備した仮設施設の満足度（平成 24 年 4 月以降入居） 
国（中小機構）の整備した仮設施設の満足度について、入居した時期別に聞いた。震災
から約 1 年後以降の平成 24 年 4 月以降に入居した事業者の全体的な評価は、満足 9.4％、











やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      32
近隣からの来やすさ      32
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     32
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     32
自店の売上高      32
新規顧客の獲得      32
駐車場の規模・利便性      32
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     32
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     32
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     32
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     32
国（中小機構）の対応      32
自治体の対応      32
商工会・商工会議所の対応      32
全体的な満足度      32
12.5 21.9 37.5 9.4 12.5 6.3
6.3 34.4 28.1 18.8 12.5 0.0
12.5 28.1 40.6 6.3 12.5 0.0
9.4 15.6 46.9 18.8 9.4 0.0
6.3 21.9 25.0 21.9 25.0 0.0
3.1 25.0 31.3 21.9 18.8 0.0
25.0 21.9 15.6 21.9 12.5 3.1
6.3 31.3 28.1 18.8 9.4 6.3
46.9 34.4 12.5 3.13.1
0.0
12.5 34.4 25.0 15.6 12.5 0.0
12.5 34.4 21.9 18.8 12.5 0.0
18.8 34.4 37.5 9.4 0.0
12.5 25.0 37.5 21.9 3.10.0
21.9 28.1 21.9 15.6 9.4 3.1
















やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      24
近隣からの来やすさ      24
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     24
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     24
自店の売上高      24
新規顧客の獲得      24
駐車場の規模・利便性      24
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     24
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     24
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     24
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     24
国（中小機構）の対応      24
自治体の対応      24
商工会・商工会議所の対応      24
全体的な満足度      24
16.7 37.5 33.3 4.2 4.2 4.2





16.7 29.2 25.0 25.0
4.2
0.0
16.7 25.0 25.0 20.8 12.5 0.0
16.7 25.0 33.3 20.8 4.20.0
12.5 41.7 8.3 29.2 8.3 0.0
8.3 29.2 25.0 25.0 12.5 0.0
45.8 33.3 12.5 4.2
4.2
0.0
16.7 45.8 12.5 16.7 8.3 0.0
20.8 41.7 20.8 12.5
4.2
0.0
33.3 25.0 29.2 8.3
4.2
0.0
20.8 29.2 16.7 25.0 8.3 0.0
16.7 29.2 37.5 8.3 4.2 4.2


















やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      44
近隣からの来やすさ      44
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     44
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     44
自店の売上高      44
新規顧客の獲得      44
駐車場の規模・利便性      44
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     44
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     44
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     44
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     44
国（中小機構）の対応      44
自治体の対応      44
商工会・商工会議所の対応      44
全体的な満足度      44
9.1 11.4 36.4 9.1 25.0 9.1
6.8 18.2 31.8 20.5 15.9 6.8
13.6 22.7 27.3 11.4 18.2 6.8
9.1 15.9 40.9 13.6 15.9 4.5
4.5 20.5 15.9 25.0 29.5 4.5
0.0 22.7 25.0 13.6 29.5 9.1
18.2 22.7 11.4 13.6 25.0 9.1
6.8 29.5 29.5 9.1 13.6 11.4
45.5 34.1 9.1 6.8
0.0
4.5
9.1 18.2 31.8 18.2 15.9 6.8
11.4 22.7 25.0 18.2 18.2 4.5
22.7 27.3 31.8 6.8 6.8 4.5
9.1 27.3 29.5 13.6 15.9 4.5
22.7 22.7 18.2 15.9 15.9 4.5















やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      23
近隣からの来やすさ      23
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     23
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     23
自店の売上高      23
新規顧客の獲得      23
駐車場の規模・利便性      23
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     23
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     23
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     23
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     23
国（中小機構）の対応      23
自治体の対応      23
商工会・商工会議所の対応      23
全体的な満足度      23
13.0 21.7 43.5 0.0 17.4 4.3
8.7 21.7 43.5 13.0 4.3 8.7
4.3 34.8 34.8 4.3 13.0 8.7
0.0 17.4 47.8 17.4 13.0 4.3
0.0 26.1 26.1 30.4 13.0 4.3
0.0 30.4 26.1 13.0 21.7 8.7
26.1 17.4 8.7 8.7 26.1 13.0
0.0 34.8 39.1 0.0 17.4 8.7
39.1 26.1 17.4 8.7 4.3 4.3
13.0 26.1 34.8 13.0 8.7 4.3
13.0 26.1 26.1 17.4 13.0 4.3
26.1 21.7 30.4 8.7 8.7 4.3
13.0 34.8 26.1 13.0 8.7 4.3
21.7 30.4 13.0 17.4 13.0 4.3















やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      43
近隣からの来やすさ      43
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     43
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     43
自店の売上高      43
新規顧客の獲得      43
駐車場の規模・利便性      43
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     43
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     43
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     43
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     43
国（中小機構）の対応      43
自治体の対応      43
商工会・商工会議所の対応      43
全体的な満足度      43
7.0 20.9 32.6 14.0 18.6 7.0
7.0 30.2 16.3 27.9 16.3 2.3
20.9 25.6 25.6 11.6 14.0 2.3
14.0 20.9 30.2 23.3 9.3 2.3
11.6 20.9 16.3 23.3 25.6 2.3
4.7 25.6 32.6 18.6 14.0 4.7
11.6 34.9 14.0 25.6 11.6 2.3
9.3 27.9 20.9 25.6 11.6 4.7
53.5 32.6 9.3 2.3
0.0
2.3
11.6 32.6 20.9 18.6 11.6 4.7
14.0 37.2 23.3 14.0 9.3 2.3
23.3 34.9 32.6 7.0
0.0
2.3
9.3 27.9 25.6 23.3 11.6 2.3
16.3 27.9 30.2 11.6 9.3 4.7
















やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      26
近隣からの来やすさ      26
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     26
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     26
自店の売上高      26
新規顧客の獲得      26
駐車場の規模・利便性      26
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     26
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     26
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     26
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     26
国（中小機構）の対応      26
自治体の対応      26
商工会・商工会議所の対応      26
全体的な満足度      26
23.1 15.4 50.0 0.0 11.5
19.2 42.3 19.2 11.5 3.83.8
23.1 38.5 26.9 3.8
0.0
7.7
11.5 42.3 34.6 7.7
0.0
3.8
23.1 46.2 19.2 7.7
0.0
3.8
11.5 46.2 30.8 3.8
0.0
7.7
15.4 38.5 11.5 19.2 11.5 3.8
11.5 26.9 30.8 11.5 11.5 7.7
57.7 23.1 7.7 3.83.83.8
15.4 23.1 34.6 11.5 7.7 7.7
19.2 23.1 42.3 7.7 3.83.8
34.6 30.8 26.9 3.8
0.0
3.8
15.4 30.8 34.6 15.4
0.0
3.8
19.2 30.8 30.8 15.4
0.0
3.8



















やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ      39
近隣からの来やすさ      39
仮設施設群（仮設店舗）での
自店の位置・配置
     39
仮設施設群（仮設店舗）の集
積の魅力度
     39
自店の売上高      39
新規顧客の獲得      39
駐車場の規模・利便性      39
仮設店舗・事業所の入居まで
の時間
     39
自己負担が少なく、国（中小
機構）が整備したこと
     39
仮設店舗・事業所の倉庫、バ
ックヤードの広さ
     39
仮設店舗・事業所（倉庫・工
場等も含む）の広さ
     39
国（中小機構）の対応      39
自治体の対応      39
商工会・商工会議所の対応      39
全体的な満足度      39
5.1 25.6 20.5 15.4 25.6 7.7
5.1 20.5 20.5 30.8 17.9 5.1
15.4 20.5 25.6 12.8 20.5 5.1
10.3 7.7 30.8 30.8 15.4 5.1
0.0 10.3 12.8 38.5 33.3 5.1
2.6 15.4 23.1 23.1 28.2 7.7
17.9 23.1 12.8 20.5 17.9 7.7
2.6 30.8 25.6 17.9 12.8 10.3
41.0 38.5 12.8 2.6
0.0
5.1
10.3 35.9 17.9 15.4 15.4 5.1
12.8 38.5 12.8 15.4 15.4 5.1
20.5 28.2 35.9 5.1 5.1 5.1
12.8 28.2 17.9 20.5 15.4 5.1
20.5 23.1 25.6 7.7 15.4 7.7



















     33
駐車場の規模・利便性      33
広域からの来やすさ      33
近隣からの来やすさ      33
全体的な満足度      33
仮設商店街の集積の魅力度      33
新規顧客の獲得      33
仮設商店街の運営費      33
自店の売上高      33
情報発信（テレビ、新聞、ホ
ームページ、ＳＮＳなど）
     33
イベントなどのにぎわいづく
り
     33
公園・広場などのコミュニテ
ィ空間
     33
周辺の公共施設、コミュニテ
ィ施設の集客力
     33
60.6 24.2 15.2 0.0
57.6 12.1 30.3 0.0
54.5 24.2 21.2 0.0
54.5 12.1 33.3 0.0
51.5 36.4 12.1 0.0
48.5 33.3 18.2 0.0
42.4 30.3 27.3 0.0
42.4 42.4 12.1 3.0
39.4 12.1 45.5 3.0
36.4 30.3 33.3 0.0
30.3 36.4 33.3 0.0
27.3 27.3 42.4 3.0












図Ⅱ-41 国（中小機構）の整備した仮設商店街の不満足度（3 市町合計） 
 
入居した仮設商店街の満足度（不満度の高い順）
満足 どちらともいえない不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
自店の売上高      33
公園・広場などのコミュニテ
ィ空間
     33
近隣からの来やすさ      33
イベントなどのにぎわいづく
り
     33
情報発信（テレビ、新聞、ホ
ームページ、ＳＮＳなど）
     33
駐車場の規模・利便性      33
新規顧客の獲得      33
周辺の公共施設、コミュニテ
ィ施設の集客力
     33
広域からの来やすさ      33
仮設商店街の集積の魅力度      33
仮設商店街における自店の立
地・配置
     33
仮設商店街の運営費      33
全体的な満足度      33
39.4 12.1 45.5 3.0
27.3 27.3 42.4 3.0
54.5 12.1 33.3 0.0
30.3 36.4 33.3 0.0
36.4 30.3 33.3 0.0
57.6 12.1 30.3 0.0
42.4 30.3 27.3 0.0
27.3 42.4 27.3 3.0
54.5 24.2 21.2 0.0
48.5 33.3 18.2 0.0
60.6 24.2 15.2 0.0
42.4 42.4 12.1 3.0











く、その割合は 50.0％と 5 割に達した。大船渡市は、市街地以外で、新築で再建した割合


















ＴＯＴＡＬ     134
山田町      36
大船渡市      43
陸前高田市      55
37.3 0.7 28.4 14.2 3.0 16.4
50.0 2.8 16.7 11.1 0.0 19.4
30.2 0.0 37.2 14.0 2.3 16.3











外で再建した割合が多かったのは、医療・福祉関係は 71.4％と約 7 割（ただし 7 票）、生

















ＴＯＴＡＬ     134
小売業（製造・小売含む）      48
飲食サービス業      22
生活関連サービス業      23
医療・福祉       7
その他      25
37.3 0.7 28.4 14.2 3.0 16.4
39.6 0.0 27.1 18.8 2.1 12.5
50.0 0.0 9.1 13.6 0.0 27.3
26.1 4.3 39.1 8.7 4.3 17.4
14.3 0.0 71.4 0.0 14.3












事業者が、最も多く 34.5％と約 1/3 の事業者が震災前を上回っている。震災前まで獲得で












ＴＯＴＡＬ     134
山田町      36
大船渡市      43
陸前高田市      55
22.4 12.7 44.8 3.0 17.2
11.1 13.9 47.2 2.8 25.0
16.3 11.6 55.8 0.0 16.3























ＴＯＴＡＬ     134
小売業（製造・小売含む）      48
飲食サービス業      22
生活関連サービス業      23
医療・福祉       7
その他      25
22.4 12.7 44.8 3.0 17.2
16.7 10.4 56.3 2.1 14.6
27.3 4.5 40.9 4.5 22.7
13.0 4.3 65.2 0.0 17.4
14.3 42.9 14.3 0.0 28.6























ＴＯＴＡＬ     134
４０歳代      16
５０歳代      27
６０歳代      41
７０歳代      43
22.4 12.7 44.8 3.0 17.2
18.8 25.0 43.8 0.0 12.5
33.3 22.2 37.0 0.07.4
24.4 9.8 51.2 2.4 12.2
















やや不満 不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
広域からの来やすさ     134
近隣からの来やすさ     134
エリアにおける自店の立地・
配置
    134
商業集積の魅力度     134
自店の売上高     134
新規顧客の獲得     134
駐車場の規模・利便性     134
公園、広場などのコミュニテ
ィ空間
    134
イベントなどのにぎわいづく
り
    134
情報発信（テレビ、新聞、ホ
ームページ、ＳＮＳなど）
    134
商業集積の運営費（市街地に
復興した方のみ）
     71
周辺の公共施設、コミュニテ
ィ施設の集客力
    134
本設入居までの時間     134
国（中小機構）の対応     134
自治体の対応     134
商工会・商工会議所の対応     134
全体的な満足度     134
12.7 28.4 26.1 11.2 6.7 14.9
15.7 29.1 25.4 10.4 4.5 14.9
14.9 24.6 26.1 11.9 6.7 15.7
10.4 14.2 32.8 17.2 10.4 14.9
4.5 24.6 22.4 17.2 16.4 14.9
0.7 26.9 29.9 15.7 11.9 14.9
20.1 26.9 20.1 9.7 7.5 15.7
11.2 11.2 39.6 13.4 9.7 14.9
6.0 12.7 40.3 12.7 11.2 17.2
3.7 15.7 39.6 14.9 6.7 19.4
4.2 18.3 31.0 12.7 2.8 31.0
3.0 17.2 38.1 14.2 9.7 17.9
7.5 14.9 32.1 12.7 11.9 20.9
6.7 20.9 35.8 9.0 12.7 14.9
6.0 20.1 32.1 12.7 15.7 13.4
11.2 20.1 32.8 9.7 12.7 13.4












満足 どちらともいえない不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
近隣からの来やすさ      36
広域からの来やすさ      36
エリアにおける自店の立地・
配置
     36
駐車場の規模・利便性      36
商業集積の魅力度      36
全体的な満足度      36
新規顧客の獲得      36
自治体の対応      36
商工会・商工会議所の対応      36
自店の売上高      36
公園、広場などのコミュニテ
ィ空間
     36
周辺の公共施設、コミュニテ
ィ施設の集客力
     36
国（中小機構）の対応      36
イベントなどのにぎわいづく
り
     36
情報発信（テレビ、新聞、ホ
ームページ、ＳＮＳなど）
     36
本設入居までの時間      36
商業集積の運営費（市街地に
復興した方のみ）
     22
63.9 22.2 5.6 8.3
55.6 25.0 11.1 8.3
50.0 22.2 16.7 11.1
47.2 27.8 11.1 13.9
36.1 27.8 25.0 11.1
33.3 41.7 16.7 8.3
30.6 22.2 38.9 8.3
30.6 30.6 27.8 11.1
30.6 33.3 22.2 13.9
27.8 22.2 38.9 11.1
27.8 47.2 13.9 11.1
22.2 55.6 8.3 13.9
22.2 41.7 22.2 13.9
19.4 50.0 19.4 11.1
16.7 52.8 13.9 16.7
16.7 44.4 22.2 16.7












満足 どちらともいえない不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
駐車場の規模・利便性      43
広域からの来やすさ      43
近隣からの来やすさ      43
エリアにおける自店の立地・
配置
     43
全体的な満足度      43
新規顧客の獲得      43
本設入居までの時間      43
商工会・商工会議所の対応      43
国（中小機構）の対応      43
自店の売上高      43
商業集積の魅力度      43
公園、広場などのコミュニテ
ィ空間
     43
情報発信（テレビ、新聞、ホ
ームページ、ＳＮＳなど）
     43
自治体の対応      43
イベントなどのにぎわいづく
り
     43
周辺の公共施設、コミュニテ
ィ施設の集客力
     43
商業集積の運営費（市街地に
復興した方のみ）
     24
46.5 14.0 20.9 18.6
41.9 25.6 14.0 18.6
39.5 25.6 16.3 18.6
32.6 27.9 20.9 18.6
30.2 34.9 16.3 18.6
25.6 25.6 30.2 18.6
25.6 23.3 25.6 25.6
23.3 44.2 16.3 16.3
20.9 44.2 16.3 18.6
18.6 14.0 48.8 18.6
16.3 39.5 27.9 16.3
16.3 37.2 27.9 18.6
16.3 30.2 32.6 20.9
16.3 41.9 23.3 18.6
14.0 34.9 27.9 23.3
9.3 37.2 30.2 23.3














満足 どちらともいえない不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
駐車場の規模・利便性      55
エリアにおける自店の立地・
配置
     55
自店の売上高      55
商工会・商工会議所の対応      55
全体的な満足度      55
近隣からの来やすさ      55
国（中小機構）の対応      55
広域からの来やすさ      55
自治体の対応      55
新規顧客の獲得      55
周辺の公共施設、コミュニテ
ィ施設の集客力
     55
商業集積の魅力度      55
公園、広場などのコミュニテ
ィ空間
     55
情報発信（テレビ、新聞、ホ
ームページ、ＳＮＳなど）
     55
本設入居までの時間      55
イベントなどのにぎわいづく
り
     55
商業集積の運営費（市街地に
復興した方のみ）
     25
47.3 20.0 18.2 14.5
38.2 27.3 18.2 16.4
38.2 29.1 18.2 14.5
38.2 23.6 27.3 10.9
38.2 23.6 25.5 12.7
36.4 27.3 20.0 16.4
36.4 25.5 25.5 12.7
30.9 27.3 25.5 16.4
30.9 25.5 32.7 10.9
27.3 38.2 18.2 16.4
27.3 27.3 29.1 16.4
23.6 30.9 29.1 16.4
23.6 36.4 25.5 14.5
23.6 38.2 18.2 20.0
23.6 30.9 25.5 20.0
21.8 38.2 23.6 16.4














満足 どちらともいえない不満 不明 (%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数
近隣からの来やすさ      51
広域からの来やすさ      51
エリアにおける自店の立地・
配置
     51
駐車場の規模・利便性      51
全体的な満足度      51
公園、広場などのコミュニテ
ィ空間
     51
商工会・商工会議所の対応      51
商業集積の魅力度      51
新規顧客の獲得      51
イベントなどのにぎわいづく
り
     51
自治体の対応      51
自店の売上高      51
国（中小機構）の対応      51
周辺の公共施設、コミュニテ
ィ施設の集客力
     51
情報発信（テレビ、新聞、ホ
ームページ、ＳＮＳなど）
     51
商業集積の運営費（市街地に
復興した方のみ）
     48
本設入居までの時間      51
68.6 17.6 11.8 2.0
66.7 23.5 9.8 0.0
66.7 17.6 11.8 3.9
64.7 17.6 15.7 2.0
52.9 29.4 15.7 2.0
47.1 39.2 13.7 0.0
43.1 33.3 19.6 3.9
41.2 35.3 23.5 0.0
39.2 33.3 27.5 0.0
39.2 47.1 11.8 2.0
39.2 27.5 31.4 2.0
37.3 25.5 35.3 2.0
37.3 33.3 25.5 3.9
35.3 45.1 11.8 7.8
31.4 47.1 13.7 7.8
29.2 39.6 16.7 14.6
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